
 

 

 

北海道告示第 11082 号 

 平成 10年北海道告示第 500 号（北海道補助金交付規則に定める申請書等の様式（保健福祉部））の 

一部を次のように改正する。 

 

  令和３年８月 10 日 

北海道知事 鈴木 直道 

 

保福第 267 号様式、保福第 268 号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保福第267号様式　

⇒

（ 年度

（ 年度 年度 （国庫協議予定額

年 月 日

年 月 日

（ 年度 ） 年 月 日

Is/Iw （ 千円） 年 月 日

工事の際の職員・園児の安全性確保の方法

□ 使用されている □ 確認済みである 特定粉じん排出等作業届出の提出 　　年　月　日予定

□ 使用されていない （□石綿則 □大防法 □その他 ）工事着手にかかる事前届出の実施 　　年　月　日予定

（

）

※（a)×補助率と(g)を比較して小さい方

※ 2か年事業の場合は(h)×進捗率で当該年度分を算出。2か年目の場合は、1か年目の協議書及び交付決定通知書の写しを添付すること。

防災・減災、国土強靱化のた

めの５か年加速化対策に基づ

く事業への該当の有無

 ・耐震化　　・ブロック塀

 ・水害対策

千円

千円

有  ・  無

千円 千円

千円

国土強靱化地域計画に基づく

事業への該当の有無

「新子育て安心プラン実施計

画」の採択の有無

千円

特別法適用の有無

新子育て安心プラン実施計画

における保育提供区域名

公立保育所・認定こども園か

らの民営化の一環として行う

事業への該当の有無

有  ・  無

工事請負業者見積額

円

円

財政力指数（３か年平均）

％）

％～

名

□保育所等整備事業　□小規模保育整備事業　□認定こども園整備等事業

耐震診断

申請の有無

定　　員

年次計画
単年度

(c-d)×補助率 （e）
千円 待機児童解消に向けて緊急的

に対応する施策の参加の有無

有　・　無

対象経費の実支出予定額 (b)

総事業費（c)

寄付金その他の収入額 (d)

 豪雪・沖縄・過疎・山村

 南ト・離島・奄美・小笠原

定期借地権設定のための一時金加算

解体撤去工事費

（木・非木）

仮設施設整備工事費

千円
有  ・  無

基金
千円 千円

基金（h）
千円

実支出予定額(b)

×補助率 (f)

(e)と(f)を比較して

小さい方(g) 千円

千円 千円

千円

千円

計（a)

本体
（冷暖･浄化･ＥＶ･事務費）

土地借料加算

設計料加算

開設準備費加算

交付基準額

(定員等) (定員等)

地域の余裕スペース活用促進加算

(基準額)(計算式等) (基準額)

特殊附帯工事費

既

存

施

設

　

　

の

状

況

施

行

計

画

施設整備区分

　※「有」「無」を記入し、「有」の場合は

　（　）に「年度」「金額」を記入

所 有

着 工 予 定 年 月 日

（令和 月）

財産処分の種類

（

建築年度

定期借地権

㎡

無償貸与）

保育所緊急整備事業・小規模保育整備事業部分

㎡

認定こども園整備事業部分

（フリガナ）

 名　 称

（フリガナ）

設置主体名

整備区分

他の補助金申請の有無

増築 増改築 改築

大規模修繕

施設種

別の変

更

民老改築創設

事業区分

事　　業　　計　　画　　書

所 在 地
（移転前） （移転後）

（フリガナ）

施 設 名

公立・社会福祉法人・学校法人・その他（　　　）

基金 施設種別

都道府県名

市町村名

経 営

主 体

部（局）課名　　　　　 

担当者名　　

電話　

新

･

既

造　⇒　整備後

※「有」・「無」を記入（「有」の場合は（）内に

「金額」を記入）

契 約 予 定 年 月 日

） 開 所 予 定 年 月 日

令和

※有の場合、「老朽民間児童福祉施設等の整備について」

（雇児発第0612001号 平成20年6月12日厚生労働省雇用均

等・児童家庭局長通知）に定める様式を提出すること。

用

地

の

状

況

年）

賃借権借 地

現在

継　続

現存率

（借用の相手

年買収予定

地上権

（経過年数

老朽度

 国庫補助の有無

名　⇒　増減

完 成 予 定 年 月 日

一般整備   ・   地域の余裕スペース

地域の余裕スペース　：　施設名等

整備前　⇒　整備後

㎡

整備前

整備前
名　⇒　整備後

％）

民 老 分
（参　考）

建物延面積及び構造

危険地区指

定の有無

階

千円）

階

用地について（地域住民との調整状況・環境等）

用地未決定の場合における手続きの状況

令和

令和

千円

公的機関見積額(計算式等)

大規模修繕等・防犯

対策強化事業の場合

千円

有・無

ア

ス

ベ

ス

ト

対

策

の

状

況

アスベストの使用の有無 関係法令・必要手続きの確認状況 アスベスト使用建物における工事着工前の必要手続きの予定

事前調査日　　年　月　日 （その他、予定があれば記載）

％

整

備

方

式

年度

点

令和 財産処分承認申請の必要の有無

　※「有」「無」を記入し、「有」の場合は

　（　）に「解体」「転用」「その他」を記入

造

㎡　⇒　整備後 ㎡



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保福第267号様式　

入所率（現員／定員）

（按分率の算出方法）

　1.65㎡×２歳未満児定員数 （ 人）＝ ㎡

　 3.3㎡×２歳未満児定員数 （ 人）＝ ㎡

　1.98㎡×２歳以上児定員数 （ 人）＝ ㎡

　1.98㎡×２歳以上児定員数 （ 人）＝ ㎡

　

　屋　外　遊　戯　場　（適・否）

　 3.3㎡×２歳以上児定員数 （ 人）＝ ㎡

保育に必要な用具　　（適・否）

4年齢 0 1

現員

一時預かり事業を行う場合の人数

病児・病後児保育事業（病児型・病後児型）

を行う場合の人数

（　　　　　　　　　　）を行う場合の人数

施設種別 施 設 名

児

童

年

齢

別

内
訳

現　在

定員

2 3 5 合　計

%

整備後

定員

0

ほ ふ く 室 ㎡ 0

　

乳　児　室 ㎡

0

遊　戯　室 ㎡ 0

小　　計 （　適 ・ 否　） ㎡

保　育　室 ㎡

㎡

医　務　室 （　適 ・ 否　） ㎡

小　　計 （　適 ・ 否　） ㎡

調　理　室 （　適 ・ 否　） ㎡

都道府県・市町村名　　　　　　　　

　　その他（　　　　　　　　　　　） ㎡

合　　　　　　計 ㎡

　　地域子育て支援相談室 ㎡

　　屋外遊戯場

そ　の　他 ㎡

㎡

　　一時預かり保育室 ㎡

　　病児・病後児保育室

　　（病児型・病後児型）

便　　　所 （　適 ・ 否　）

千円千円 千円

㎡

工事（修繕）の内容・施設整備を必要とする理由（民老改築の場合は、緊急的な整備を要する理由）

最

低

基

準

適

合

状

況
（

整

備

後
）

区　　　分 適合状況 延　面　積 最　　低　　基　　準　　面　　積　　等

0

計

月）当初 補正（ 当初設置主体の予算措置状況

千円

市町村の予算措置状況 月） 補正（

資

金

内

訳

区分 基金
一般財源 地　方　債

市町村

負担額 寄　付　金 地方単独補助

施設
千円 千円 千円

設置者負担
総事業費

支

給

認

定

区

分

別

内

訳

支給認定こども 1号 2号 3号 合　計

(        ) 計医療機構等借入

千円 千円 千円

整備前の定員内訳

定員に占める2・3号子どもの割合

定員に占める1号子どもの割合 ％

％

整備後の定員内訳



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保福第268号様式　

⇒

（ 年度

（ 年度 年度 （国庫協議予定額

年 月 日

年 月 日

（ 年度 ） 年 月 日

Is/Iw （ 千円 ） 年 月 日

工事の際の職員・園児の安全性確保の方法

□ 使用されている □ 確認済みである 特定粉じん排出等作業届出の提出 年 月 日

□ 使用されていない （□石綿則 □大防法 □その他 ）工事着手にかかる事前届出の実施 年 月 日

（

）

※実支出額算定表に詳細を記載ください

□保育所等整備事業　□小規模保育整備事業　□認定こども園整備等事業

公的機関見積額(計算式等)

大規模修繕等・防犯
対策強化事業の場合

千円

有・無

工事請負業者見積額

円

円

基金
千円 千円

仮設施設整備工事費

計（a)

土地借料加算

千円

危険地区
指定の有

無

用

地

の

状

況

賃借権借 地

（借用の相手

買　　収

地上権 定期借地権

所 有

（令和 ㎡

(定員等) (定員等)

地域の余裕スペース活用促進加算

(基準額)

ア
ス
ベ
ス

ト
対
策
の

状
況

アスベストの使用の有無 関係法令・必要手続きの確認状況 アスベスト使用建物における工事着工前の必要手続きの実績

事前調査日　　年　月　日 （その他、実績があれば記載）

(元号)

(元号)

％

既

存

施

設

　

　

の

状

況

建築年度

完 成 年 月 日

年）

現存率

（経過年数

老朽度

 国庫補助の有無

財産処分の種類

（耐震診断

整

備
方
式

年度

点

(元号) 財産処分承認申請の必要の有無

　※「有」「無」を記入し、「有」の場合は

　（　）に「解体」「転用」「その他」を記入

㎡　⇒　整備後

一般整備   ・   地域の余裕スペース

地域の余裕スペース　：　施設名等

整備前　⇒　整備後

※有の場合、「老朽民間児童福祉施設等の整備について」

（雇児発第0612001号 平成20年6月12日厚生労働省雇用均

等・児童家庭局長通知）に定める様式を提出すること。

整備前

整備前
名　⇒　整備後

造

㎡

造　⇒　整備後

※「有」・「無」を記入（「有」の場合は（）内に

「金額」を記入）

定　　員

年次計画
単年度

現在

継　続

名　⇒　増減

契 約 年 月 日

） 開 所 予 定 年 月 日

(元号)

施

行

実

績

(元号)

(元号)

着 工 年 月 日

民 老 分
（参　考）

階

千円）

階

所 在 地
（移転前） （移転後）

申請の有無

整備区分

他の補助金申請の有無

増築 増改築 改築

大規模修繕

施設種

別の変
更

民老改築

（フリガナ）

施 設 名

公立・社会福祉法人・学校法人・その他（　　　）

基金 施設種別

都道府県名

市町村名

経 営

主 体

部（局）課名　　　　　 

担当者名　　

電話　

新

･

既

（フリガナ）

 名　 称

（フリガナ）

設置主体名

創設

事業区分

㎡

無償貸与）

保育所緊急整備事業・小規模保育整備事業部分

㎡

認定こども園整備事業部分

用地について（地域住民との調整状況・環境等）

用地未決定の場合における手続きの状況

月）年

交付基準額

(計算式等) (基準額)

特殊附帯工事費

施設整備区分

本体
（冷暖･浄化･ＥＶ･事務費）

設計料加算

開設準備費加算

対象経費の実支出額 (b)

定期借地権設定のための一時金加算

解体撤去工事費

（木・非木）

千円

千円

％）

％～

名

　※「有」「無」を記入し、「有」の場合は

　（　）に「年度」「金額」を記入

％）

※ 複数年事業の場合は(h)×進捗率で当該年度分(h')を算出。2か年目以降の場合は、前年までの協議書及び交付決定通知書の写しを添付す

ること。

(c-d)×補助率 （e）

（h）×　進捗率　（h'）
千円 千円

（a)×補助率と(g)を比較して小さい

方と(g)を比較して小さい方（h） 千円

実支出額(b)

×補助率 (f)

(e)と(f)を比較して
小さい方(g) 千円 千円

事　　業　　実　　績　　報　　告　　書

千円 千円

千円

千円

千円

千円 千円

寄付金その他の収入額 (d)

総事業費（c)

千円千円



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保福第268号様式　

入所率（現員／定員）

（按分率の算出方法）

　1.65㎡×２歳未満児定員数 （ 人）＝ ㎡

　 3.3㎡×２歳未満児定員数 （ 人）＝ ㎡

　1.98㎡×２歳以上児定員数 （ 人）＝ ㎡

　1.98㎡×２歳以上児定員数 （ 人）＝ ㎡

　

　屋　外　遊　戯　場

　 3.3㎡×２歳以上児定員数 （ 人）＝ ㎡

保育に必要な用具　

建築面積 施工期間

延べ面積 ○解体撤去工事

○解体撤去工事 着工年月日

建物の面積 完成年月日

建物の構造 ○仮設施設工事

建築年月日 着工年月日

補助金の区分 完成年月日

処分（取り壊し）年月日

○仮設施設工事

建物の面積

建物の構造

都道府県・市町村名　　　　　　　　

（適・否）

（適・否）

設置者負担

千円

　　その他（　　　　　　　　　　　）

合　　　　　　計

　　地域子育て支援相談室

　　屋外遊戯場

総事業費

％

厚生労

働省分

(        )
千円 千円千円

計医療機構等借入

千円

月）当初 補正（ 当初設置主体の予算措置状況

千円

市町村の予算措置状況 月） 補正（

資

金

内

訳

区分 基金
一般財源 地　方　債

市町村

負担額 寄　付　金 地方単独補助

施設
千円 千円 千円

計

文部科

学省分

整備前の定員内訳

支

給

認

定
区

分

別

内

訳

支給認定こども

造

㎡

㎡

㎡

千円

㎡

㎡

㎡

㎡

造

㎡

㎡

施設種別 施 設 名

0

0

現員児

童

年

齢
別

内

訳

0整備前

定員

2

一時預かり事業を行う場合の人数

年齢 0 1

％

1号3 5 合　計

%

0

2号 3号 合　計4

病児・病後児保育事業（病児型・病後児型）

を行う場合の人数

（　　　　　　　　　　）を行う場合の人数

0

整備後の定員内訳

定員に占める2・3号子どもの割合

定員に占める1号子どもの割合

施

設

整

備

に

係

る

事

業

内

容

建物の面積

最

低

基

準

適
合

状

況
（

整

備
後
）

区　　　分 適合状況 延　面　積

そ　の　他

医　務　室

㎡

年度

乳　児　室

　　一時預かり保育室

　　病児・病後児保育室

　　（病児型・病後児型）

小　　計

遊　戯　室

保　育　室

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

整備後

定員

　

便　　　所 （　適 ・ 否　）

（　適 ・ 否　） ㎡

㎡

最　　低　　基　　準　　面　　積　　等

小　　計 （　適 ・ 否　） ㎡

調　理　室 （　適 ・ 否　） ㎡

ほ ふ く 室 ㎡

（　適 ・ 否　）

保育所緊急整備事業・小規模保育整備事業　提出資料
・請負の場合は、工事請負契約書の写し
　直営の場合は、支払領収書の写し
　賃貸借の場合は、賃貸借契約書の写し（仮設施設整備のみ）
・工事完了を確認するに足る検査済証の写し
　（建築基準法第７条第５項又は第18条第18項の規定による検査済証）

・各室ごとに室名及び面積を明らかにした表
・建物平面図（建築面積を明記したもの）及び立面図

認定こども園整備事業　提出資料

・建物内外主要部分の写真
・工事契約金額報告書（別紙２様式１－５）
・その他必要な書類

・その他交付金活用の実績について特に説明を要する場合の説明資
　料等
　（例）増築・改築事業の交付基準額の算定において「工事にかか
　る定員」を算定した場合の計算方法

・都道府県知事等により認定こども園の認可・認定を受けたことを
　証明する書類（認可書、認定書の写し等）

・建築確認（検査）済書の写し等（補助を受けて実施した整備が完
　了したことを示すもの）

・対象経費にかかる契約書の写し（実支出額の額面が把握できるもの）

・実支出額算定表


